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事 業 コ ー ド 42104101 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040100 政策体系上の位置付け コード２ 421999 予算科目 コード３ 001040105

事 務 事 業 名 環境衛生一般管理事業 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 1.環境衛生一般管理費 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費

事 業 期 間 開始年度 昭和60年度 終了年度 当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 環境政策係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 １．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 赤坂　光俊 区 分 その他 目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1004 基 本 事 業 名 その他

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

市民への環境衛生の意識の向上のため、関係団体等の運営費の一部を助成する事業

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

魚津市内の環境衛生に関する団体及び富山県内の市町村で構成する協議会
① 申請団体数 団体 4 4 4 4 4

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

鴨川にもサケを呼ぶ会145,000円　魚津市環境保健衛生協会　324,000円
富山県市町村一般廃棄物対策協議会　40,000円（うち研修会参加負担金10,000円）
財団法人とやま環境財団負担金　300,000円
＊平成22年度の変更点

魚津市環境保健衛生協議会　324,000円→300,000円

① 交付団体数 団体 4 4 4 4 4

②

① 申請団体数/交付団体数 ％

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

市民が環境に対する理念及び施策の目的を共有し、それぞれが環境の保全に取り組むこと。
100.00 100.00100.00 100.00 100.00

まちづくり市民意識調査（市街地にはゴミ
がなく、きれいだと思う人の割合）

％ 39.00 55.00 60.00 70.00 80.00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じている。

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

鴨川にもサケを呼ぶ会　昭和63年度～　魚津市環境保健衛生協会　昭和60年度～
富山県市町村一般廃棄物対策協議会　平成７年度～
財団法人とやま環境財団負担金　平成４年度～

(千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0 0

⑵地方債 0 0 0 0

⑷一般財源 (千円) 125

960

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 1,085 0 0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

市民の環境に対する意識は、ますます高まってきている。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,506

(千円) 421 421

1

100 100 100 100

421 421

421 421 421 421

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

特になし。
把握している

財団法人とやま環境財団などへの負担金は、県内全市町村で負担している。

把握していない
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

市民や各々の団体が環境の保全のため、自主的な取組を推進することで、施策の目指す姿に結びつく。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

●

○

目
的
達
成
済

○

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

今後、環境に関する活動団体から新たに申請があった場合、財政上の制約などがあるため、目的、意図や期間の整理が
必要になると思われる。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

現在の団体は、補助金が団体運営の要となっている状態である。県内他市町の状況を調
査し、対応方針を決めたい。

コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

今後、環境に関する活動団体から新たに申請があった場合、財政上の制約などがあるため、目的、意図や期間の整理を
したうえで補助金額の見直し必要になると思われる。

中･長期的
（３～５
年間）

環境に関する活動団体への補助制度は、目的、意図、補助金額や補助期間を含めて整理
する。

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

交付事務のみでありこれ以上の削減の余地はない。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 環境保全に取組む市民等で構成する団体に、その自主的活動に対して補助金を交付し、推進することは重要なこと
であると考える。しかし、活動内容に応じて見直しをかけていくことも必要と考える。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

補助事業であり、受益者負担にそぐわない。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

補助事業であり、受益者負担にそぐわない。

○ 平均

低い
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事 業 コ ー ド 42102101 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040100 政策体系上の位置付け コード２ 421021 予算科目 コード３ 001040105

事 務 事 業 名 地球温暖化防止魚津市役所実行計画推進事業 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 4.地球温暖化防止魚津市役所実行計画 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費

事 業 期 間 開始年度 平成13年度 終了年度 当面継続 業務分類 ２．内部管理 係 名 等 環境政策係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 １．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 山崎　杏奈 区 分 リサイクル 目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1004 基 本 事 業 名 リサイクル活動の推進

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

循環型社会の発展を実現するために、事業者であり消費者である魚津市役所の職員が率先して各種製品の購入、使用、廃棄、庁舎等の建築や維持管理、公共事業など広範囲にわたって環境
保全に取り組む事業。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

市が保有する機密文書、市が実施する温暖化対策
① 市役所から排出される機密文書の量 kg 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

マイカー通勤をしている職員 人 299 299 299 299

二酸化炭素量排出目標値
kg-
co2

2,782,382 2,782,382 2,782,382 2,782,382 2,782,382

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

市役所から出る機密文書を、処分しリサイクルする業務。（業者に委託している）
職員のノーマイカーディの実施、環境にやさしい物品の購入（「魚津市グリーン購入調達方針」を策定）

＊平成22年度の変更点

魚津市グリーン購入調達方針を実施する。

① リサイクルされた機密文書の排出量 kg 3,440 4,400 4,100 4,200 4,200

10,200 10,200② ノーマイカデー実施回数 回 10,149

2,756,440

10,150

① リサイクルされた機密文書の割合 袋

当該年度に魚津市役所が排出した二酸化炭
素量

kg-
co2

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

市役所から排出されるごみの量をリサイクルすることで減らす。また、排出された紙をトイレットペーパーやコピー用紙等にリ
サイクルする。
一事業者としての市役所として、地球温暖化防止のための行動を実施する。

42.00

2,782,382 2,782,382 2,782,382

42.00

ＣＯ２削減達成率

34.40 44.00 41.00

100.00

月4回以上ノーマイカーを実施している人の
割合

％ 30.80 42.00 44.00 44.00

100.00 100.00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民のごみ問題に対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進んでいます。
市全体で省エネルギーの取り組みが進んでいます。

各課からの実績報告が未提出のため、集計できない。

％ 100.94 #DIV/0!

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

平成11年4月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」が施行され地方公共団体も実行計画を策定が義務付けられた。
魚津市も平成13年12月に「環境保全のための魚津市役所率先行動計画」を策定し環境に配慮した活動をしたり、行動の把握に努めてきた。
その行動の一環として平成16年4月から機密文書のリサイクルを始めた。
平成20年に市庁舎においてグリーンカーテン事業を実施した。

(千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 57 184

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 57 0 184 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2

はじめた頃から比べると、機密文書処分を取り扱う業者が増えてきているが、最近古紙の価値が下がってきている。これが紙のリサイクルに影響を与え
ないか危惧するところである。また職員の意識が馴れ合いになってきている。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,103

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,160

(千円) 0 1,682

2

400 400 400

1,682 1,682

0 1,866 1,682 1,682

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

なし。
把握している

富山県、富山市をはじめとして他市町村で実行計画を策定し同じような活動を実施してい
る。

把握していない

現在、集計中です。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

何もしないよりは、まずは市役所職員から率先してCO2削減など地球温暖化防止のための行動をしている姿勢を示す
ことが大事だと思われる。他の一般企業や官公庁も行っているので職員から家族へ、家族から一般市民へと広が
る。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

全
国
的
高
い

●

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
地球温暖化対策推進に関する法律 ○

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

あり
説
明

平成22年度から「魚津市グリーン購入調達方針」を施行し、今後対象品目の拡大を検討する。また、市内の小学校での
グリーンカーテン事業の実施を拡大させる。

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ●

○ 終了 ○ 廃止

あり
説
明

分別等の作業量が増加するが、総務課が行っている保存文書の一斉廃棄と連携することで、今より効果が高まる可能性
がある。

○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

平成22年度より運用している「魚津市グリーン調達方針」に基づいて、市役所自ら環境
にやさしい物品の購入を行うとともに、購入品目の見直しを図っていく。
職員のエコドライブ等を重点的取組みとして推進する。

コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

今年度、3社から見積もりを取り委託費の安い業者に発注した。今後、古紙市場の需要が低くなる予想もされ、これ以
上は委託料は安くならないと思われる。

中･長期的
（３～５
年間）

新たな取組みも実施しながら、環境に対する意識の高揚を図る。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

事務作業のみであり、これ以上短縮はできない。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 市は温暖化対策に対する各種施策を実施する行政としての役割のほか、一事業所としても省資源・省エネルギーに
向けた取組みを積極的に実施していくことが必要である。今後も、職員の環境に対する意識を高め、環境への取組
みをより効果的・効率的に推進し、地球温暖化防止に取り組んでいくことが重要である。また、新たな取組みを継
続的に実施していく必要がある。

二次評価の要否
特定受益者な
し・負担なし

説
明

市役所内の実施事業であるため、特に受益者はない。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

受益者はいない。

○ 平均

低い
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

21

事 業 コ ー ド 42104102 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040100 政策体系上の位置付け コード２ 421041 予算科目 コード３ 001040105

事 務 事 業 名 環境保全啓発事業 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 5.環境保全啓発事業 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費

事 業 期 間 開始年度 平成7年度 終了年度 当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 環境政策係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 １．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 山崎　杏奈 区 分 環境美化 目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1004 基 本 事 業 名 環境美化意識の高揚

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

くらしの中から環境保全の活動の輪の広がりを期待すると共に、他団体との連携を強化し、くらしに密着した環境を守る活動を市民運動として展開されることを目的として、「環境フェス
ティバル」を開催する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

市民
① 市民 人 46,036 45,562 45,200 44,900 44,700

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

市、連合婦人会、保健衛生協会及び関係団体が協力し、「環境フェスティバル」を毎年継続し開催する。

＊平成22年度の変更点

なし

① 参加団体 団体 15 15 15 15 15

1 1② 開催日数 日 1

600 600

1 1

① フェスティバル来場者/市民 ％

フェスティバル来場者 人

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

リサイクル市やフリーマーケット、地球温暖化に関する講演会の開催、企業の環境保全に係る様々な取組みを紹介することによ
り、循環型社会の構築の大切さを理解してもらい、また、環境保全活動に参加してもらうことで、市民の環境意識の高揚を図
る。

1.78

750 800 800

1.79

来場者で環境意識が高揚したものの割合

1.30 1.32 1.66

循環型社会の構築の大切さを理解できた参
加者の割合

％

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民のごみ問題に対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進んでいます。 環境フェスティバルの来場者にアンケートを実施する。

％

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

当初は、連合婦人会主催でリサイクル市を中心にイベントが開催され、主管課は教育委員会であったが、内容が環境に関するイベントであるということ
で、当課が主管課となる。

(千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

50

0

⑵地方債 0 0 0 0

⑷一般財源 (千円) 147 130

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 147 0 180 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2

近年は、地球温暖化問題をテーマとした催しとなってきた。
平成20年度より、連合婦人会・環境保健衛生協会・市が主体となった実行委員会形式で事業を実施することになった。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 360

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,514

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,661

(千円) 0 1,514

2

360 360 360

1,514 1,514

0 1,694 1,514 1,514

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

実行委員から、平成２１年度は１５回目という節目のフェスティバルにあたるので健康にもテーマを広げて大きく実施したいという要望がある。
把握している

県内環境啓発に関するイベント状況

把握していない
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

循環型社会の形成や地球温暖化防止活動を推進していくためには、市民の環境保全意識の醸成を図ることは大切な
ことであり、その手段としてフェアを開催することは有効な施策である。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

○

直結度中 ○

直結度小 ●

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

あり
説
明

近年、環境保全や地球温暖化などに関心を持つ市民が増えてきており、フェアにおいても家庭でできる環境保全活動を
取り上げていることから、来場者の増加が見込まれるとともに、市民の環境に対する意識の高揚が図られてきている。

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

環境フェスティバルに参加する市民は、もともと環境に関心のある者であり、今後は、
その他の催しでも環境保全をＰＲしていくことを検討する。

コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

事業は各団体の協力を得て実施しており、現在のところ削減の余地なし。

中･長期的
（３～５
年間）

フェスティバルの実施については、今後実行委員会がより積極的に運営していくよう支
援する必要がある。

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

必要最低限の人員で行っており、これ以上の削減は見込めない。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 環境の保全、資源リサイクルなどの３Ｒ運動、地球温暖化防止対策の意識の向上・啓発に必要なイベントである。
地道な活動とともに市民の目に大きく触れるこの事業は、改めて環境問題を考えさせる場として、今後も継続が必
要である。

二次評価の要否
特定受益者な
し・負担なし

説
明

循環型社会を推進するためのものであり負担を求めることは不適当である。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

循環型社会を推進するためのものであり負担を求めることは不適当である。

● 平均

低い

6/36



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

21

事 業 コ ー ド 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040100 政策体系上の位置付け コード２ 421999 予算科目 コード３ 000000000

事 務 事 業 名 環境基本条例策定事務 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 該当なし

予 算 書 の 事 業 名 なし 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 該当なし

事 業 期 間 開始年度 平成20年度 終了年度 平成21年度 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 環境政策係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 該当なし

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 赤坂　光俊 区 分 その他 目 該当なし

電 話 番 号 0765-23-1004 基 本 事 業 名 その他

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

環境基本条例案を策定に向け、原案の作成、庁内検討会の実施、環境審議会への諮問、パブリックコメントを実施したうえ、議会に議案として提案し、議決を得る。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

魚津市環境基本条例（案）
① 提出議案数 件 0 1 0 0 0

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

環境審議会３回　庁内検討会３回　庁内担当者会議２回　意見聴取２団体　パブリックコメント１回

＊平成22年度の変更点

条例を制定し、施行されたので事務事業は終了

①
魚津市環境保全対策推進検討委員会開催回
数

回 1 3 0 0 0

0 0②
魚津市環境保全対策推進検討委員会ワーク
会議開催回数

回 2

0 1

2 0

① 提案に対する議決率 ％

パブリックコメント実施回数 回

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

市民、事業者及び市が環境に対する理念及び施策の目的を共有し、それぞれが環境の保全に取り組むこと。
0.00

0 0 0

0.000.00 100.00 0.00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市全体で省エネルギーの取り組みが進んでいます。

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

平成５年に「環境基本法」が施行され、富山県は平成７年12月に「富山県環境基本条例」を制定した。
県内15市町村のうち既に６市町村で「環境基本条例」が策定済みであり、当市においても議会質問等において制定に向けての機運がもりあがったことに
よる。

(千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 0 0 0 0 0

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 0 0 0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 0 0

環境の変化なし ②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,682

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,682

(千円) 1,682 0

0

400 0 0 0

0 0

1,682 0 0 0

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

平成13年3月議会からほぼ各議会にて制定に向けての質問がされている。
把握している

県内15市町村のうち、制定済６市町村

把握していない
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

魚津市の環境の保全に対する目的及び理念を規定し、市民、事業者及び市がめざす姿を共有していくことは、各々
が環境の保全のための取組みを行ううえで重要なことである。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ●

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

一
部
に
あ
る

○

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ●

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 終了 年度

○ ⇒⇒⇒⇒⇒⇒ 平成21年度

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

● 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

条例により義務付けを行った「環境基本計画」の策定方法について研究する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

事業費がないので削減できない。

中･長期的
（３～５
年間）

条例の規定について、一部改正する事項がないか検討する。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最小限の人数で実施しており、削減できない。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 近年、地球温暖化対策等、環境問題は地球規模の課題となってきている。また、市民レベルにおいてもその取組み
が必要である。将来に亘る環境の保全のために、市民、事業者、行政の役割を明確にし、実践するため平成21年度
において環境基本条例を策定したところである。現在、国レベルの政策も新たに出されており、今後、条文で規定
している「環境基本計画」の策定について、魚津市の具体的施策を検討し、３年から５年を目処に策定していく必
要がある。

二次評価の要否
特定受益者な
し・負担なし

説
明

対象は、市民、事業者、市や環境であり、特定の受益者はいない。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

対象は、市民、事業者、市や環境であり、特定の受益者はいない。

○ 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

県内では立山町を除き市町村役場が事務局を担っている

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

各世帯からの会費の徴収額と各地区協議会への交付金について見直しの意見が寄せられ、21年度より是正した。
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

889 889 889 889

589 589

2

140 140 140 140

589 589

開始当初はごみなど環境問題が主流であったが、現在ではそれらに加えて地球温暖化防止対策が喫緊の課題となっている。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 140

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 589

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 913

(千円)

300 300 300

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2 2

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 324 300

0

⑷一般財源 (千円) 324 300 300 300 300

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

昭和60年頃、環境問題が社会問題化し、それに対応するため。 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

37.00 55.90 43.00 45.00

3 3 3

47.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

環境美化に対する意識の高揚を図ることで、魚津市全体の環境美化を促進する。
①

豊かな自然環境が保全されていると思う市
民の割合

％

全国大会への参加 回 2 4

1 1 1 1② 活動研修会 回 1

2 2 2 2① 廃棄物処理施設見学会 回 2

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

廃棄物処理施設の見学、活動研修会の実施、全国大会への参加

＊平成22年度の変更点

なし

248 248 248

保健衛生推進員 人 265 265 265 265 265

町内会等の各種団体数 団体 248 248

45,562 45,200 44,900 44,700① 人口 人 46,036

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

区長が推薦し市長より委嘱した保健衛生推進員

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

魚津市環境保健衛生協会事務局として環境衛生、保健、健康関係の審議する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1048 基 本 事 業 名 環境美化意識の高揚

１．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 坪崎　正裕 区 分 環境美化

生活安全係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 昭和６０年 終了年度

政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費予 算 書 の 事 業 名 1.環境衛生一般管理費 課 名 等 環境安全課

政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 魚津市環境保健衛生協会事務局事務 部 名 等 民生部

421041 予算科目 コード３ 001040105コード１ 02040200 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 42104101 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

低
い

高い

説
明

各世帯から会費を集めているが主として会の運営費に充てられており、市の経費には充てられていない。

○ 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 市内の環境保全、保健衛生について協議し、施策を実施していくことは重要なことであり、市民の意識の高揚を
図っていく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

各世帯から会費を集めているが協会の歳入になるため適正化の判断は協会に委ねられる。

不要
適正化の余地なし

運営費については協会自身が各世帯より会費を徴収しているが、補助金等で協会の自主性に委ねることで事務局として
の事務の削減を図りたい。

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

あり
説
明

市から補助金を交付するなど協会の財政基盤を強化し協会独自で人の雇い上げを図れば市職員の事務の簡素化を図れ
る。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

あり
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

● コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ○ 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ○

直結度小 ●

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

関
与
縮
小

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

小

直結度大
説
明

保健衛生推進員を通して間接的に地区にごみの分別等の啓発を図っている。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

類似例があまりないため

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

鴨川にもサケを呼ぶ会よりバイガモの生育が旺盛になりすぎ、かえって流れを悪くしている。このため近年の一斉清掃ではバイガモをとることにしてい
る。 把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

361 361 361 361

336 336

1

80 80 80 80

336 336

鴨川沿岸住民の協力及び鴨川にもサケを呼ぶ会などのたゆまぬ努力により水質は改善され現在では生き物の生息も確認されている。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 80

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 336

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 361

(千円)

25 25 25

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 25 25

0

⑷一般財源 (千円) 25 25 25 25 25

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

平成元年から鴨川が県内で水質の悪さでワースト１になってしまい、それを改善するため (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

37.00 55.90 43.00 45.00 47.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

鴨川の環境美化を図る
①

自然環境が保全されていると思う市民の割
合

％

②

250 250 250 250① 参加人数 人 250

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

７月２７日に一斉清掃を行った

＊平成22年度の変更点

変更なし

24 24 24 24① 鴨川沿岸の町内数 団体 24

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

鴨川の自然環境保護

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

鴨川沿岸地域の町内会、協賛企業協力のもと鴨川の一斉清掃を行う。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1048 基 本 事 業 名 環境美化活動の推進

１．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 坪崎　正裕 区 分 環境美化

生活安全係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成元年度 終了年度

政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費予 算 書 の 事 業 名 1.環境衛生一般管理費 課 名 等 環境安全課

政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 鴨川一斉清掃事務 部 名 等 民生部

421043 予算科目 コード３ 001040105コード１ 02040200 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 42104101 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

な
し

高い

説
明

ボランティア活動であり、受益者負担はなじまない。

○ 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 自主的なボランティア活動であり、鴨川の環境を維持していくには、鴨川周辺住民、企業はもとより、上流住民に
も環境保全の意識の高揚を図る上でも重要であり、継続的に行っていく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

ボランティア清掃ということで無償で労力を提供してもらっている。また、自費で清掃用具を揃える場合もある。

不要
適正化の余地なし

ボランティアに参加した人の紙パックお茶代のみ予算計上している。これ以上削減できない。

中･長期的
（３～５
年間）

広報誌やＣＡＴＶ、インターネット等を活用して幅広くボランティアへの参加を呼びか
けることで最小限の業務で効果の高いまち美化を進める。

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

ボランティアへの対応のみであり、これ以上業務の縮小は図れない。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ○

直結度小 ●

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

関
与
縮
小

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、
市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

中

直結度大
説
明

鴨川についてはポイ捨てがなくなり、また清掃ボランティアのおかげで不法投棄の抑止にもなり美しい街づくりに
つながっている。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21

12/36



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

21

事 業 コ ー ド 42104101 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040200 政策体系上の位置付け コード２ 421012 予算科目 コード３ 001040105

事 務 事 業 名 廃棄物減量等推進審議会事務 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 1.環境衛生一般管理費 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費

事 業 期 間 開始年度 平成7年度 終了年度 当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 生活安全係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 １．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 野崎　努 区 分 ゴミ適正化 目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1048 基 本 事 業 名 ゴミの適正処理

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

魚津市公害防止条例第１６条に規定する審議会であり、市長の諮問に応じ、環境の保全に対して、基本的な事項についを調査審議する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

市民、廃棄物減量等推進審議委員
① 市民 人 46,036 45,562 45,200 44,900 44,700

減量等審議会委員 人 10 10 10 10 10

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

審議会の開催

＊平成22年度の変更点

なし

① 開催回数 回 1 1 2 2 2

②

① もやせるごみ１人年間排出量 ㎏

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

廃棄物の減量、資源の再利用、リサイクルの推進等に関する理解が深まるようにするとともに、廃棄物減量等に対する意見を徴
収する。又、ゴミとしての排出を少なくすることにより、ゴミの減量化、資源化を推進する。

177.50 177.00

資源物収集量

180.50 178.60 178.00

1,950,000

もやせないごみ１人年間排出量 ㎏ 40.80 41.00 40.80 40.60 40.40

1,955,000 1,960,000

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

効率的なごみの収集・運搬・処理体制が確立し、廃棄物が適正に処理されています。

㎏ 2,154,146 1,944,197

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

平成７年に魚津市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例が制定され、審議会が設置された。 (千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 123 123 123 123 123

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 123 123 123 123 123

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

地球規模で地球温暖化とＣＯ２削減削減が重要な課題となってきている。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 544

(千円) 421 421

1

100 100 100 100

421 421

544 544 544 544

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

なし
把握している

県内他市の実施状況は把握していない。

把握していない
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

廃棄物の減量について、審議会を設けてその施策について議論していくことは、循環型社会を構築のための施策に
つながる。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

全
国
的
高
い

●

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
魚津市廃棄物の減量化及び適正処理に関する条例 ○

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上も余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

新たな施策について協議し、検討する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

事業費は審議会委員報酬と会議費のみである。審議会委員は報酬条例に基づき報酬を払っているためこれ以上削減でき
ない。

中･長期的
（３～５
年間）

新たな取組みを実施する。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

これ以上業務のの縮小は図れない。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） ごみの分別については、一応ひと段落したと考えられる。しかし、ごみの量の減少幅は少なく、今後も引続き廃棄
物減量審議会で新たな施策について協議し、その取組みを進めていく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

市民すべてが受益者となり、受益者負担はなじまない。

必要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

なし。

● 平均

低い
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

市民と行政との協働で生活環境を美化していくため、魚津市内の道路、海岸、公園、河川等の公共空間の清掃を、市民ボランティア団体が里親となって行う。行政は団体と合意書を取り交
わし物品の支給、清掃において出てくるゴミの収集、団体に対する指導や助言、施設管理者との連絡調整等を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

坪崎　正裕

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.アダプト・プログラム事業

開始年度 平成14年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 アダプト・プログラム事業

事 業 コ ー ド 42104301

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

421043

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040105コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

５．環境衛生費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．保健衛生費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

基 本 事 業 名 環境美化活動の推進

款

計画

４．衛生費

区 分 環境美化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市民や町内会等の団体
① 市の人口 人 46,036 45,562 45,200 44,900 44,700

町内会等の各種団体数 団体 248 248 248 248 248

➡
活
動
指
標

ボランティア袋の数 枚①

②

23

2,900 2,900 2,900 2,900

15団体登録数 団体 15

2,900

17 20

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
海岸や河川などの公共区域にごみがなく、
きれいだと思う市民の割合

％ 45.00 47.00

55.90 45.00 47.00

39.00 55.00 43.00

％ 37.00 43.00
海岸や河川などの公共区域の自然環境が保
全されていると思う市民の割合

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

1,081

⑶その他(使用料・手数料等) 75 750 0

(千円) 1,081

75

⑷一般財源 985 994 1,006 1,006 1,006

(千円)

985 994 1,081

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成１４年を試行期間とし翌平成１５年より県土美化事業のひとつとして新しい事業が組まれたため。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,247

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 300

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,262

2

300 300 300 300

2 2 2

1,262 1,262 1,262 1,262

2,256 2,343 2,343 2,343

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

団体が集めたごみの収集

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

登録団体が里親として登録している地域の環境美化に取組むことにより、その活動が一般市民の環境美化に対する意識の向上、
ボランティア活動への取り組みへと広がっていく。

県内のアダプト・プログラム登録団体数登録団体より以前のように清掃用具を支給してもらえないかとの要望があった。
把握している

把握していない

開始当初から海岸を清掃する団体の登録があり定着がみられるがその他の地域への広がりが今ひとつである。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

自主的なボランティア活動であり、公共空間の環境美化を維持していくには。今後も登録団体数を増やしていく必
要がある。そのために登録団体への最小限のサポートは必要である。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

ボランティア清掃ということで無償で労力を提供してもらっている。また、自費で清掃用具を揃える場合もある。

ボランティア活動せあり、受益者負担はなじまない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

散乱ごみがなくなり、また清掃ボランティア活動が不法投棄の抑止にもなり美しい街づくりにつながるため。

○

○

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

ボランティアへの対応のみであり、これ以上業務の縮小は図れない。

広報誌やＣＡＴＶ、インターネット等を活用して幅広くボランティアへの参加を呼びか
けることで最小限の業務で効果の高いまち美化を進める。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

ボランティア清掃で集まったごみの収集運搬費が主であり削減の余地はない。（平成19年度で県の補助がなくなり、美
化活動に必要な清掃用具の支給を廃止した。）

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

・平成５年度より民間委託開始
・平成７年４月から指定有料ごみ袋制度導入
・平成１４年４月からもやせるごみの祝日収集、もやせないごみの祝日振替収集開始
・平成１５年４月から市内全域において容器包装リサイクル法に係る分別収集完全実施
今後も、環境負荷を少なくする循環型社会を実現するため、ごみ減量に対する取組が重要視されると考えられます。

◆事業概要（どのような事業か）

魚津市一般廃棄物処理計画により、適正に収集運搬を行われる。

新川広域圏内の市町の廃棄物の処理量(地区ＳＴ家庭ごみ)
黒部市：9,922ｔ
入善町：7,292ｔ
朝日町：3,539ｔ

ゴミの減量化について、市議会並びに各党から質問等がある。内容としては、容器包装リサイクルに伴う減量化や生ごみ対策についてのものである。
市民からは、ごみの出し方についての問い合わせがある。 把握している

把握していない

対
象

もやせるごみ、もやせないごみ、金物粗大ごみの収集･運搬を一般廃棄物収集運搬業者に委託している。

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

194,180 195,083 195,730 195,725

3,700 3,700 3,700 3,700

2

880 880 880 880

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 880

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 3,700

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 193,917

(千円)

190,217 190,480 192,030

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

家ごとに庭や畑に埋めたり燃やしたりしていて、空き地や川・海に捨てられるゴミが多かったため、市がゴミ収集車を買い入れ、家の多い地域のゴミを
集めだした。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

25

⑷一般財源 190,192 190,450 191,358 192,000 192,000

(千円)

0

0

192,025

⑶その他(使用料・手数料等) 25 3025 30

(千円) 191,383

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

効率的なごみの収集･運搬・処理体制を確立し、廃棄物を適正に処理されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00 100.00① 適正に収集運搬されたごみの割合 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

996 1,020

10,213 10,032

307

ヵ所

308 307 307 307

1,020 1,020 1,020➡
活
動
指
標

収集日数 日①

② 収集地区ステーション数

10,032 10,000 9,900 9,800① 地区ＳＴに出された一般家庭のごみの量 ｔ 10,213

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市内において排出される、家庭系一般廃棄物等

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 ゴミの適正処理

款

計画

４．衛生費

区 分 ゴミ適正化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．塵芥処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

421012

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 一般廃棄物収集運搬事業

事 業 コ ー ド 42101201

部 名 等 民生部

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.一般廃棄物収集運搬事業

開始年度 昭和27年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市委託業者に、市民、市庁舎等から排出されるごみや町内清掃等で集められるごみ・汚泥等の収集運搬業務を委託により行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

杉本　憲一

ｔ適正に収集運搬されたごみの量 10,000 9,900 9,800
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

リサイクルの推進等によりごみの減量化が計られることも考えられるが、現実にはごみの量は横ばい状態せある。ま
た、ごみの量が減ったとしても、ごみステーションに出されたごみは収集・運搬する必要がある。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

廃棄物の収集運搬に関する業務の委託については、競争入札に付すべきものとする意見もあるが、「廃棄物の処理及び清掃に関する法
律」により市町村の責務とされる一般廃棄物の処理は同法の規定により市町村の策定した計画に沿った執行を追及するために、委託業
者が行う場合においても、その処理に関しては政令で定める基準によるものとされている。この基準の中には「委託料が受託業務を遂
行するに足りる額であること」を示している。法の趣旨は、「行政」の適正な執行を追及するもので、委託料等において市場原理を追
及するものでなく「公法上の契約」である。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在の人員は必要最低限度である。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第6条の2

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

一般廃棄物を適切に収集し、運搬することは、効率的なごみの収集・運搬・処理体制が確立し、廃棄物が適正に処
理されることとなり、施策の目指すすがたそのものといえる。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

収集運搬をするごみは、地区ステーションに出されたものや地区清掃で集められたものもあり、市民全体が受益者であ
る。

収集運搬をするごみは、地区ステーションに出されたものや地区清掃で集められたものもあり、市民全体が受益者であ
る。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

市内のごみを計画的、効率的に収集している。これにより、ごみによる環境汚染を防止し、良好な生活環境を保持
し公衆衛生上、必要不可欠である。しかし、ごみの中には、いまだ資源物が混入しており、より一層の分別の徹底
を啓発する必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

見た目にもクリーンなかご式のごみ集積場が市内でもたくさん見られるようになり、また生ごみの飛散などは見かけなくなった。

◆事業概要（どのような事業か）

箱型のごみ集積場を設置することにより、生ごみの飛散やカラスの被害を受けにくいなど清潔が保持される。
資源物集積場については、屋根や壁を張ることで地域住民が利用しやすくなる。

県内他市町村の補助制度町内会より上限額が１件につき５万円となっているがもっと増やせないかとの意見があった。
把握している

把握していない

対
象

町内会がごみ集積場及び資源物集積場を新設又は更新する際に費用の１／３又は５万円を上限として補助金を交付。11の町内会
に補助を行った。

＊平成22年度の変更点

補助を行う町内会数を１３として予算化した。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,139 1,239 1,239 1,239

589 589 589 589

1

140 140 140 140

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 140

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 589

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,427

(千円)

838 550 650

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成９年よりカラスなどにより生ごみが飛散し非常に不衛生な感じを受けるのを改善するため。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 838 550 650 650 650

(千円)

0

0

650

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 650

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

効率的なごみの収集･運搬・処理体制を確立し、廃棄物を適正に処理されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

23 24 20 20① ごみだしについての苦情件数 件 20

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

1317 11 13 13

➡
活
動
指
標

補助件数 ヶ所①

②

11 13 13 13① 町内からの申請件数 ヶ所 17

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

町内会

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 分別収集、資源回収の徹底

款

計画

４．衛生費

区 分 リサイクル

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．塵芥処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

421022

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 ごみ集積場及び資源物集積場設置補助事業

事 業 コ ー ド 42102201

部 名 等 民生部

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.ごみ集積場及び資源物集積場設置補助事業

開始年度 平成9年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

環境美化のためにごみ集積場及び資源物集積場を新設又は更新する町内会に費用の一部を補助する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

坪崎　正裕
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

中

ごみステーション等のバランス等を考慮して交付する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現在の補助制度で必要最小限になっており削減する余地はない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

補助申請書類に関わる事務、現場確認等必要最小限で行っており削減の余地はないと思われる。

これまでにかなりの数のごみステーションに補助しており今後は申請数の減少が見込ま
れる。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

ごみの散乱が防止でき、環境美化が図られるとともに資源物の回収率の増加を促進する。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

町内で各世帯から負担金を徴収しているから。

補助事業であり、受益者負担を求めることはできない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

市内のごみ、資源物を計画的に収集し処理を実施している。地域のごみステーションについては、カラスによる散
乱もあり、地域で衛生的にごみを排出するには、ごみステーションの整備も必要であり、行政が一定の補助を実施
し、カラス等によるごみの散乱の防止対策を図ることは必要である。また、資源物の排出に係る地域の集積場の設
置補助についても同様である。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

一般家庭から排出されるごみを、自家処理器を使用して処理しようとする市民に対して、自家処理器購入に必要な経費の一部を助成する事業。
自家処理器の普及が資源を再利用しようという市民意識の高揚を図り、家庭ごみの減量化等に結びつく。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

坪崎　正裕

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.生ごみ自家処理器購入費助成事業

開始年度 平成12年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 生ごみ自家処理器購入費助成事業

事 業 コ ー ド 42101101

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

421011

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．塵芥処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

基 本 事 業 名 ごみの減量化の推進

款

計画

４．衛生費

区 分 ゴミ適正化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

申請世帯
① 自家処理器の購入世帯数 世帯 18 19

➡
活
動
指
標

申請に対する補助件数 件①

②

18 19 0 00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 家庭から出る可燃ごみの量 ｔ 7,900 7,8008,331 8,162 8,000

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民のごみ問題に対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進む。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 245 420 0 0 0

(千円)

245 420 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

家庭から出たごみをごみとして排出するのではなく、少しでも自分で処理をしてごみの減量を図るために、自家処理器購入者に対して補助金を交付する
ようになったのがきっかけである。密封容器（ボカシ用）（2,000円以上のもの1,000円補助　1世帯2基まで）、堆肥化容器（コンポスト）（6,000円以上
のもの3,000円補助　1世帯2基まで）、電気式生ゴミ処理器（1/2補助上限20,000円　1世帯1基まで）の購入の助成を行ってきた。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,086

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 841

0

200 0 0 0

1 0 0

841 0 0 0

1,261 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

ごみ自家処理器購入者に対して補助金を交付する。
補助内容は、1基につき購入金額の1/3以内、ただし1基につき15,000円を限度とする（1,000円未満の端数は切り捨てる）
1世帯1基を限度とする。
＊平成22年度の変更点

電気式生ごみ処理機の購入価格も低価格となったことから、市の補助目的がある程度達成されたことから、補助制度を廃止する
こととした。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

申請世帯の生ごみの排出量を減らす。

富山市－1/3補助20,000円上限その他5,000円
黒部市－1/3補助10,000円上限
入善町－1/3補助20,000円上限
朝日町－1/3補助18,000円上限　　　　　等

なし。
把握している

把握していない

市民のリサイクル意識の高揚から、平成17年4月1日から購入金額が高額な電気式生ごみ処理器のみの助成とし、補助金額（1/3補助上限15,000円）も引き
下げした。
電気式生ごみ処理機の低価格化に伴い、平成21年度をもってを廃止した。
しかし、今後も継続的にごみの減量化の新たな施策を実施していく必要がある。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

● 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

必要

平成14年より、ごみの減量化施策として生ごみ処理機の設置補助を実施してきた。しかし、処理機の購入価格も下
がり、その補助目的は達成されたものと考える。今後はごみの減量化のための新たな施策を検討し、減量化を行っ
ていく必要がある。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

購入価格が下がったことから、補助目的は達せられたものと考えられる。

他市町で補助制度はあるが、市の補助目的は達せられ、受益者負担が望ましい。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

目
的
達
成
済

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
廃
止

説
明

生ごみ処理機の購入費の助成があれば、買いやすくなり処理機が一般家庭に普及する。
自家処理することによってごみの量が減る。減ればごみ減量に対する意識が高まる。

○

○

○

●

○

なし
説
明

補助を始めた当初は約260件の申請があったが、最近は生ごみ処理機の申請件数が減少しており、大幅な成果の向上は
望めない。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

●

●

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ● ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

最低限の事務的な業務しかないので（補助金の交付申請受付と補助金の支払事務のみ）業務時間の短縮はできない。

生ごみの減量化は必要であり、引続き減量化の取組みが必要である。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

平成21年度

○

廃止

⇒⇒⇒⇒⇒⇒

中･長期的
（３～５
年間）

あり
説
明

購入価格も下がり、市の補助目的は達せられたものと考えられ、補助制度の廃止の検討が必要である。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ○

年度

な
し

中

生ごみの減量化は必要であり、電気式生ごみ処理機の購入助成は廃止したが、引続き生
ごみの減量化の取組みが必要である。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性があるほかの事務事業はない。

●

●
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

処分場跡地は、廃棄物の埋立済の土地部分については、平成20年４月より隣接する施設の駐車場並びにパークゴルフ場として一部整備されている。
埋立していない跡地については、今後も側溝汚泥の埋立地として使用していくこととしている。なお、管理については、平成20年4月から、隣接する施設（もくもくホール）
の管理運営を行うNPO法人に委託することとした。

◆事業概要（どのような事業か）

地域清掃から発生する汚泥等の処分場として、適正に管理されている。

新川広域圏では、汚泥の処分について統一されているが、町内清掃から発生する汚泥につい
ての取扱については把握していない。

なし
把握している

把握していない

対
象

町内の川清掃等で出る汚泥等の捨て場として、利用された。泥とともに缶・ビン等の不燃物が混じっている状況であり、分別収
集作業を地域のＮＰＯ法人に委託している。敷地の一部は、もくもくホール用地として財産異動した。

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,278 867 867 867

841 841 841 841

1

200 200 200 200

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 841

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,191

(千円)

45 41 41

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成２年４月から宮沢清掃センターが稼動したことにより、下椿一般廃棄物最終処分場はその用を終えたが、町内清掃等で発生する汚泥等は引き続き処
理する場所として利用していくこととなり、そのため、管理についても引き続きしていくこととなった。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 45 41 41 41 41

(千円)

0

0

41

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 41

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」」と感じています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

6,931 6,931 6,931 6,931① 適正に管理されている面積 ㎡ 6,931

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

130120 122 130 130

➡
活
動
指
標

各町内から収集した汚泥の搬入回数 回①

②

6,931 6,931 6,931 6,931① 管理跡地面積 ㎡ 6,931

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

最終処分場跡地

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 ゴミの適正処理

款

計画

４．衛生費

区 分 ゴミ適正化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．塵芥処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

421012

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 下椿一般廃棄物最終処分場跡管理事業

事 業 コ ー ド 42101204

部 名 等 民生部

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 4.下椿一般廃棄物最終処分場跡管理費

開始年度 平成2年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

・町内ボランテアの側溝清掃で発生する泥等を処分場跡地に搬入している。
・跡地内の借地について、地権者との連絡調整並びに借地料の支払事務。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

野崎　努
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は、賃借料のみであり、事業費を削減できないが、引き続き地権者と買収について進めていく。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

汚泥の収集・運搬について、町内会や収集委託業者との連絡調整にともなう事務だけであり、削減の余地なし。

借地の地権者は、買収について難色を示しているが、引き続き買収について話を進め
る。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
泥は、廃棄物ではないと県と確認協議済みである。

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

市民の生活環境を良好に保つために行われる清掃から発生する汚泥の処分場を管理することは必要である。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

市民が地域の環境保全として行うボランティア清掃から輩出されるものを、市が責任を持って処理することは必要であ
る。

庁内から排出される側溝汚泥の残土の処分については、各市町村が苦労している状況である。市内では、当該土地だけ
が利用可能であり、今後も使用していく必要があり、そのために、賃貸借土地の取り扱いについて買収等を含めて考え
ていく必要がある。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

平成19年度に一般廃棄物最終処分場の廃止届を県に提出し受理され、廃止となった。その後、隣接地に地域の多目
的交流センターとしてもくもくホールが建設され、跡地の一部は施設の駐車場、パークゴルフ場として整備され
た。跡地の残り部分は、町内清掃で発生する側溝汚泥等の埋立地として今後も利用していく必要がある。また、一
部未買収地の土地については、買収を行う。
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○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

資源回収団体への報奨金単価は、平成14年度でキロ当たり５円であったが、その後単価の見直しなどを行い、平成17年度はキロ当たり３円、平成20年度
からはキロ当たり2.5円に変更した。PTA等の団体においては、リサイクルのための活動として行っているが、団体活動の収入源確保の意識も強くなって
きており、報奨金の単価変更により、活動をやめる団体も出てきている。

◆事業概要（どのような事業か）

回収に協力した団体、地区の住民のごみ問題に対する意識が高まる。
ごみとして処理されていたものが、資源物としてリサイクルされる。

近隣市町村の報償金額等
黒部市…報奨金：3円/kg、逆有償なし。
入善町…報奨金：1円/kg、逆有償なし。
朝日町…報奨金：4円/kg、逆有償なし。

平成19年度に議会からは、回収状況、活動状況等について質問があった。
資源回収団体からは、報奨金単価の確認が多く、安いのでやめようか検討しているという声も聞かれる。 把握している

把握していない

対
象

団体の資源回収に対して2.5円／㎏の報奨金を支払う。
資源回収業者に対して、雑誌のみ1円/kgの逆有償を支払う。

＊平成22年度の変更点

資源回収業者に対する雑誌1kgあたりの逆有償について、古紙(雑誌)の相場が高騰しているので、逆有償無しにむけて回収業者と
協議する。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

2,896 2,973 2,973 2,973

673 673 673 673

1

160 160 160 160

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 160

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 673

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 3,253

(千円)

2,580 2,223 2,300

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

新聞、雑誌等を資源として有効利用を図るため、リサイクルの推進及びリサイクル意識の高揚を図ることを目的として始まる。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 2,580 2,223 2,300 2,300 2,300

(千円)

0

0

2,300

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 2,300

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民のごみ問題に対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進んでいます。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00

％ 100.00 100.00
集団回収へ排出された資源物をリサイクル
した割合

100.00

100.00 100.00 100.00

① 申請に対して適性に交付した割合 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

956 930

90

ｔ

99 90 90 90

900 900 900

900 900 900

➡
活
動
指
標

報奨金交付団体数 回①

② 集団回収量（リサイクルした量）

集団回収への資源物排出量 ｔ 956 830

90 90 90 90① 交付申請団体数 団体 99

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

資源回収団体、資源物

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 分別収集、資源回収の徹底

款

計画

４．衛生費

区 分 リサイクル

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．塵芥処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

421022

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 資源物集団回収推進事業

事 業 コ ー ド 42102203

部 名 等 民生部

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.資源物集団回収推進事業

開始年度 平成7年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

ごみの減量化及び資源のリサイクルを推進するため、各種団体が、資源物を回収し再生資源回収業者に持ち込んだ場合、「魚津市資源再利用推進活動実施要綱」に基づき、持ち込んだ資源物
量に対して報奨金を交付する。
また、市場価格の変動により資源物が逆有償となった場合には、資源回収業者に対して逆有償報償金を交付する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

杉本　憲一
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

資源物の排出量の割合については、常設資源物ステーションに出される割合が増加している。しかし、資源回収団体に
よる回収量もかなりあり、報奨金の適正な額については、幅広い観点から検討する必要がある。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

集団回収団体の数は減少しているが、報告書の整理等の事務は必要であり、削減する余地はない。

市民のリサイクル意識が向上し、常設資源物ステーションの回収量が多くなってきてお
り、回収団体や集団回収量の動向を見ながら報奨金の額について検討する。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

報償金については、現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。
回収業者に対する逆有償は、古紙(雑誌)の相場を注視しながら、業者と協議のうえ、逆有償報奨金の交付について決定
する。

○

○

なし
説
明

市民のリサイクル意識は高まっているが、集団回収については取り組む団体が減ってきており、回収量はやや減少傾向
である。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

各種団体が中心となって集団回収を行っているが、実質的には地域の住民が多く参加しており、市民のごみ問題に
対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進むことにつながる。

●

○

●

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

補助金交付事業であり、負担金はない。

補助金交付事業であり、負担金はない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

必要

各種団体による資源物の集団回収等は、ごみが資源物としてリサイクルされることに対する啓発にも役立ってき
た。しかし、資源回収団体が減少傾向にあり、新聞、雑誌等の市内全体の回収量もかなり減少傾向にあり、ごみと
して排出されていると考えられる。これは高齢化による町内の資源回収組織の減少、また報奨金の額の減額による
影響も少なからずあると考えられる。一方、常設資源物ステーションの排出量は増加していることから、常設資源
物ステーションの拠点整備について検討する必要がある。また、資源回収団体による回収量も依然として多いこと
から、報奨金の額については、これ以上の減額は難しいと考えられる。
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○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

市民が、容器包装リサイクル法に基づき分別し、地区資源物ステーションや常設資源物ステーションに出された資源物の収集運搬、中間処理、保管業務を業者に委託して行っている。
また、民間施設の常設資源物ステーションの維持管理に要する経費を負担している。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

杉本　憲一

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 6.資源物収集運搬管理費

開始年度 平成11年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 資源物収集運搬管理事業

事 業 コ ー ド 42102202

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

421022

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．塵芥処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

基 本 事 業 名 分別収集、資源回収の徹底

款

計画

４．衛生費

区 分 リサイクル

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

地区・常設資源物ステーションに出された資源物（ビン･缶、ペットボトル等）
常設ステーション

① 地区・常設ＳＴに出された資源物の量 ｔ 1,198 1,114 1,200 1,200 1,200

常設資源物ステーション設置数 箇所 5 5 5 5 5

➡
活
動
指
標

地区・常設ＳＴに出された資源物で、適正
に収集運搬、中間処理、保管した量

ｔ①

② 常設資源物ステーション管理委託費 千円

1,198 1,114 1,200 1,200

2,100 2,100 2,100

1,200

2,100 2,100

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 資源物の再資源化率 ％ 100.00 100.00

2,295 2,100 2,100

100.00 100.00 100.00

円 2,122 2,100
常設資源ステーションに排出された1ｔあた
りの常設管理（委託）料

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民のごみ問題に対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進む。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

23,000

⑶その他(使用料・手数料等) 4,968 4,5006,894 4,242

(千円) 22,763

4,500

⑷一般財源 12,929 16,241 17,795 18,500 18,500

(千円)

19,823 20,483 23,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

容器包装リサイクル法の施行による。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 22,598

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 660

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,775

2

660 660 660 660

2 2 2

2,775 2,775 2,775 2,775

23,258 25,538 25,775 25,775

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

地区・常設資源物ステーションに出された資源物の収集運搬、中間処理及び常設資源物ステーションの管理。

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

地区・常設資源物ステーションの出された資源物を適正に収集運搬、中間処理、保管する。
常設資源物ステーションの合理的な維持管理。

自治体により、収集品目や、収集形態など多種多様なため、把握する機会を特につくる必要
があり、その機会を作り出すことができなかった。

市民のリサイクル意識が高まってきており、市民からの資源物に対する問い合わせが多い。
議会において、資源物に対する市の施策への質問等がある。 把握している

把握していない

容器包装リサイクル法に伴う対象資源物が見直し（増加）している。また、法律が改正され拡大生産者責任が問われている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

容器包装リサイクル法に基づき、市民が分別した資源物を適正に収集運搬し再資源化することは、市民のごみ問題
に関する意識の向上につながるものと考えられる。循環型社会の構築のため今後も事業の継続と啓発が日地用であ
る。ごみの中には、まだ資源物が多く含まれており、今後も継続的に市民に資源物の分別排出について啓発してい
くことが重要である。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

●

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

資源物の収集運搬等については、市民全体を対象にして行っており、特別受益者はない。

資源物の収集運搬等については、市民全体を対象にして行っており、特別受益者はない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

資源物を適切に収集･運搬・回収することは、ごみとして排出されている資源物を資源として回収することにより、
ごみの減量化や資源のリサイクルが進むことに直結する。

○

○

○

○

○

あり
説
明

資源物の回収量が増加しているのも関わらず、ごみの量が横ばいで推移しているのは、まだ資源物がごみとして排出さ
れていると考えらる。今後も啓発活動を進めることにより、市民の意識が向上し、資源物の回収量を増やすことが可能
と考えられる。

○

根拠法令等を記入
容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）(平成7年法律第112号）第８条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

資源物の収集量等を把握及び地区・常設ステーションの状況把握のための最低限必要な事務であり、削減の余地なし。

常設資源物ステーションなどの拠点回収施設を整備することにより、資源物回収の効率
化を図る。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

市民の意識の向上し、資源物の量が増えてくれば、それの収集・運搬・中間処理に係る費用も増加する。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

大

資源物の分別排出の啓発を継続して実施する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

一般家庭・事業所から出る廃棄物であるし尿の汲み取りを行い、し尿処理施設へ衛生的かつ適切に搬入する事業。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

谷口　友美

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.し尿収集運搬事業

開始年度 昭和40年頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 し尿収集運搬事業

事 業 コ ー ド 42101202

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

421012

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040202コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

２．し尿収集処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

基 本 事 業 名 ゴミの適正処理

款

計画

４．衛生費

区 分 ゴミ適正化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

排出されるし尿
① 排出されたし尿量 ℓ 3,754,800 3,466,800 3,388,000 3,218,000

➡
活
動
指
標

収集日数 日①

② し尿収集件数 件

256 230 256

5,653 5,313

256

6,398 5,827

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 適切に収集運搬したし尿の量 ℓ 3,218,000

100.00 100.00

3,754,800 3,466,800 3,388,000

％ 100.00 100.00適切に収集運搬されたし尿の割合

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

効率的なごみの収集・運搬・処理体制が確立し、適正に処理される。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 22,61123,021 21,384

(千円) 34,114

⑷一般財源 13,930 11,503

(千円)

36,951 21,384 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

一般家庭から出るし尿の収集運搬ははごみの収集同様公共性が強く、市が実施（業務を委託）しなくてはいけない性質のものである。
その理由から昭和40年頃から、市が業者委託を行っている。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 38,633

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,682

1

400 400 400 400

1 1 1

1,682 1,682 1,682 1,682

23,066 35,796 1,682 1,682

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

市内の汲み取り便所の所有者から汲み取りの申し込みがあったら汲み取りを行い、新川広域圏が設置する中部清掃センターへ搬
入する業務を民間に委託している。週5日委託。

＊平成22年度の変更点

中部清掃センターの処理場が改築された。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

排出されたし尿を衛生的、適切に収集し、し尿処理施設へ運搬する。

県内市町村で汲み取り業務を業者に委託しているか、汲み取り人口等、新川広域圏内に関し
ては搬入量を広域圏の資料にて把握している。

なし。
把握している

把握していない

近年公共下水道等の整備により、汲み取りから下水道（農集含む）や浄化槽への切り替えが多くなり、徐々に汲み取り人口、汲み取り量等が減ってきて
いる。そのため委託されている業者の業務量自体も減ってきている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

●

○

二次評価の要否

必要

市内全域に下水道等が普及するまでには期間を要し、当分の間汲み取り世帯が無くなることはないと考えられる。
また、高齢者のみの世帯も多く、つなぎ込みの負担の問題も考えられる。その他工事現場用仮設トイレもあること
から、し尿収集業務は継続していかなければならない。
収集運搬の委託料については、今後業務量の減少が予想されるが、汲み取り量だけではなく「下水道の整備等に伴
う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」も勘案しながら、汲み取り実績や経営内容を十分精査し、適
正な委託料を設定することが必要である。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

し尿汲み取り料の増額が考えられるが高齢世帯等の低所得者も多く見受けられるためむづかしい。
※平成11年度に手数料の見直しを実施した。

据え置き

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

下水道が普及してきているが、まだ未整備地区もある。また整備地区内においても何らかの理由により下水道につ
なげない家庭もある。事業としては年々縮小していくが、完全には無くならないと予想される。し尿の汲み取りは
住民の衛生的な日常生活を営むためにはかかすことができず、事業実施により住民の生活環境の保全、公衆衛生の
向上を図ることができる。

○

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第6条の2第1項
魚津市廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例（平成7年魚津市条例第19号）第3条第1項

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

●

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

委託の契約事務と毎月の委託料の支払い、し尿搬入結果のチェックであるため、これ以上削減できない。

適正な積算のもと委託料を算出する。また、下水道等の供用区域内で未接続な世帯に接
続を促す。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

あり
説
明

・手数料の値上げも考えられるが、県内他市の料金より高額であり、現状では金額の引き上げは難しい。
・汲み取り世帯が減少してきているので、委託料を毎年減額している。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ○

年度

高
い

大

毎年、委託料を減額してきており、委託料の減額については、汲み取りに要する経費を
積算して行う。（※単に汲み取り件数等の実績だけでは算定できない。）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

汲み取りを行う件数が年々減少してきているので賦課徴収金額も減少してきている。

◆事業概要（どのような事業か）

賦課漏れがないように適正に賦課をし、賦課した手数料を徴収する。そして、くみ取り手数料の未納額をなくす。

県内市町村の納付方法（口座振替か納付書）、料金、等なし。
把握している

把握していない

対
象

平成19年9月から新システムにて行っている。電算の一連の作業は起動に乗ったが、常に誤り等がないかチェックしながら作業を
する。20年度に初めて不納欠損を行う。

＊平成22年度の変更点

新しいし尿処理施設が建設され、各市町の導入計画が策定されたため、今までの導入計画を提出しなくてもよくなった。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

4,590 4,205 4,205 4,205

4,205 4,205 4,205 4,205

1

1,000 1,000 1,000 1,000

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,000

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 4,205

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 4,597

(千円)

392 385 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和40年頃からし尿汲み取りがはじまり、それと同時に手数料を賦課徴収するようになった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 392 385

(千円)

0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

効率的なごみの収集・運搬・処理体制が確立し、適正に処理される。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00

％ 99.72 99.72徴収率

100.00

98.91 99.72 99.72

① 賦課率 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

64,910 196,900

155 122

22,935,600

円

22,956,190 21,187,100 22,935,600 22,935,600

64,400 64,400 64,400

23,000,000 23,000,000 23,000,000

➡
活
動
指
標

徴収金額 円①

② 未徴収金額

し尿手数料賦課額 円 23,021,100 21,421,410

2,153 2,150 2,140 2,130① し尿汲み取り世帯数 世帯 2,266

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・し尿汲み取り申込世帯
・し尿手数料

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 ゴミの適正処理

款

計画

４．衛生費

区 分 ゴミ適正化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

政 策 名

２．清掃費

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

２．し尿収集処理費

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

421012

一般会計政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 001040202コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 し尿手数料賦課徴収事務

事 業 コ ー ド 42101203

部 名 等 民生部

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.し尿手数料賦課徴収費

開始年度 昭和40年頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

し尿汲み取りは業者に委託しているが、汲み取りの手数料は市のほうで賦課徴収している。委託業者から来る汲み取りの伝票から従量によって料金を年間3月から4月分を2ヶ月ごとに賦課
し、請求する。納付は口座振替によるもの、手納めによるもの2種類がある。納期限まで収まらないものに対しては督促状、催告書の送付、電話催告、自宅徴収等を行う。手数料の減免につ
いては規則に定めてあるとおりに処理する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

谷口　友美

枚催告書発行数 155 155 155
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

●

○

高
い

大

正確に事務処理を実施する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる他の事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

平成19年度から新システムが稼動し、データ入力委託料等が削減されるとともに年間の事業費を削減した。現在のとこ
ろ削減の余地はない。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

平成19年度に処理システムを更新し人件費を削減した。現在のところこれ以上の削減の余地はない。

口座振替の推進を図り、納め忘れを防止し事務の効率化を図る。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

平成19年度から新システムが稼動した。今後、一層の口座振替への変更を推進していくことが必要である。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

徴収した手数料は収集運搬のための費用に充てられるので施策に間接的に貢献している。

●

○

●

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

手数料について不公平感を生じていたことから、平成11年度に定額制から重量制に変更し見直しを図った。

県内他市町と比較すると負担額は若干高い水準であるが、収集運搬委託料については手数料だけでは不足しており適正
な額と考えられる。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

市内全域に下水道等が普及するまでには期間を要する。また、様々な理由等により下水道等につなぎ込みできない
世帯もあることから、汲み取り世帯は無くならないと考えられ、それに伴う賦課徴収事務は必然的に実施していか
なければならない。今後は汲み取り世帯の減少により事務量は少しずつ減少していく。

32/36



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

市内に不法投棄された一般廃棄物か産業廃棄物か特定できない一定規模以上の廃棄物を処理する

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1048

坪崎　正裕

課 名 等 環境安全課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 平成15年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02040200

事 務 事 業 名 不法投棄廃棄物処理事業

事 業 コ ー ド

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

421042

該当なし政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

該当なし

生活安全係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

該当なし

第２節　地域にやさしい循環型社会の構築

項

基 本 事 業 名 不法投棄の防止

款

計画

該当なし

区 分 環境美化

施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

発見された一定規模以上の不法投棄物
① 不法投棄物のうち市が処理すべきもの 件 0 0 0 0 0

➡
活
動
指
標

大量に不法投棄された一般か産廃か区別が
つかない廃棄物

件①

②

0 0 0 00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 不法投棄処理に要した費用 円 0 00 0 0

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

市内の山間地を中心に業者や一般市民による不法投棄が後をたたずその処理をする必要が生じたため (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,934

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 460

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,934

0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

規模の大きい不法投棄がなかったので事業の執行がなかった

＊平成22年度の変更点

当初予算は計上していないが、大量の不法投棄物があった場合は撤去する。（県の補助1/2）

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

発見された不法投棄物を迅速に処理する

県内においては２～３の市町村が処理事業に取り組んでいる。特になし
把握している

把握していない

不法投棄される大量の廃棄物の量は近年減少してきているが、細かな不法投棄が絶えない。

この事業は、投棄者が特定できない一定規模以上の一般廃棄物か産
業廃棄物か特定できない不法投棄物を処理する事業である。よって、
所要時間、人件費等見直すこと。
対象指標、活動指標、成果指標の件数、費用も修正のこと。
　　　　　　　　　殿村
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

大量の廃棄物の投棄については、法の厳罰化などにより件数は減少してきているが、一般的な不法投棄は後を絶た
ない。一定の場所に大量に不法投棄された廃棄物については、投棄者が特定できないことから、今後も行政で処理
せざるを得ない。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

投棄者を特定できないため負担を求めることができない。

他市も行政費用で処理を実施している。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

投棄者が特定できない廃棄物をそのままにしておくことは環境保全上問題であり、市で処理しかない。

○

○

●

○

○

なし
説
明

不法投棄されたものは処理するしか方策がなく、成果の向上の余地はない。（不法投棄に関しては国の法律で幾度とな
く厳罰化の方向で改正されている。）

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状と対象の意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最小限の業務であり、これ以上削減の余地はない。

不法投棄の禁止の啓発を継続的に実施する。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

環境巡視員による巡視、不法投棄防止看板等による啓発を実施しているが、即効性のある手段はなく、事業費の削減の
余地は今のところない。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

不法投棄の禁止の啓発を継続的に実施する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

表彰は県内全ての市町村で行われている。

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

魚津市環境保健衛生協会より地道に活動している人を推薦して欲しいという意見がある。
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

210 210 210 210

210 210

1

50 50 50 50

210 210

年々環境問題が重視されている中で環境に貢献する人を表彰していくことは表彰者の励みになると同時に後進の育成にもつながることが予想されるので
表彰事業は益々重要になってくると思われる。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 50

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 210

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 210

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

昭和の年代より功労を称えるため環境大臣、県知事、県連会長、市協会会長表彰が実施されていた。 (千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

98.00 98.00 98.00 98.00 98.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

被表彰者の各分野における永年の功績を顕彰することで、被表彰者の更なる活躍が期待できるとともに後進への励みとなる。
① 被表彰者の受賞後の活動割合 ％

②

50 50 50 50① 事業に費やす時間 時間 50

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

表彰者の推薦を行う。

＊平成22年度の変更点

なし

296 296 296 296①
表彰人数・団体数（アダプト15団体＋保衛
協推進員数267人＋保衛協執行部14人）

件 296

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

保健衛生、生活衛生、環境衛生等の分野において市民の模範となり、顕彰するにふさわしい功績をなした個人または団体。

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

保健衛生、生活衛生、環境衛生等の分野において、その発展向上に尽力し、本市のために貢献した功績が特に顕著な個人及び団体を表彰する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 該当なし

電 話 番 号 0765-23-1048 基 本 事 業 名 環境美化意識の高揚

該当なし

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 坪崎　正裕 区 分 環境美化

生活安全係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成元年度以前 終了年度

政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 該当なし予 算 書 の 事 業 名 なし 課 名 等 環境安全課

政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 該当なし事 務 事 業 名 表彰事務 部 名 等 民生部

421041 予算科目 コード３ 000000000コード１ 02040200 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

表彰事業に受益者負担はそぐわない。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 保健、環境衛生等の分野において、地域のために貢献した個人及び団体を表彰することは、受賞者の励みになるこ
とはもとより、市民への衛生上の課題の意識の高揚につながり、しいては地域での活動にもつながることから、功
労者について継続的に表彰していくことは行政として必要である。

二次評価の要否
特定受益者あ
り・負担なし

説
明

表彰事業に受益者負担はそぐわない。

必要
適正化の余地なし

推薦に要する事務のみであり経費は発生していない。

中･長期的
（３～５
年間）

継続して功績のあった個人、団体を表彰する。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

表彰者の推薦の事務のみであり、それに要する人件費のみである。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

継続して功績のあった個人、団体を表彰する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

特段の成果向上は見込めない。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ●

なし
説
明

顕彰することにより市民の環境美化に対する意識が高まる。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ○

直結度小 ○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

●

該
当
し
な
い

中

直結度大
説
明

環境衛生に功労のあった個人及び団体を表彰することで、受賞者の励みとなると同時に市民が環境衛生に対する意
識の高揚が図れる。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21
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